
つがる市五所川原圏域空き家バンク登録推進奨励金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この告示は、つがる市五所川原圏域空き家バンク事業実施要綱（平成29年

つがる市告示第29号。以下「実施要綱」という。）に規定する五所川原圏域空き

家バンク事業（以下「空き家バンク」という。）への空き家の登録を促進するこ

とを目的として、つがる市空き家バンク登録推進奨励金（以下「奨励金」という。）

に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。  

（１） 空き家 実施要綱第６条第１項により空き家バンクに登録された物件を

いう。  

（２） 所有者 現に所有する空き家の売却又は賃貸を希望する個人（複数の個

人による共有者を含む。）をいう。  

（交付対象者）  

第３条 奨励金の対象となる者は、平成30年４月１日以後に空き家バンクに物件登

録した空き家の所有者であって、次の各号に掲げる要件を全て満たす者とする。  

（１） 市税の滞納がないこと。 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に規定する暴力団、同上第６号に規定する暴力団員又は暴力団

員と密接な関係を有し、若しくは社会的に非難される関係を有する者が含ま

れていないこと。  

（交付額等）  

第４条 奨励金の額は、登録物件１件につき５万円とする。  

２ 奨励金の交付は、１の登録物件に対して１回限りとする。  

３ 奨励金は、予算の範囲内において交付する。 

（交付申請）  

第５条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、奨励金

交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添付し

て、市長に提出しなければならない。  

（１） 市税に滞納がないことを確認できる書類 

（２） 確約書（様式第２号）  

（３） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書の提出は、空き家バンクに登録した日から起算して３月を経過す

る日又は登録した日の属する年度の３月末日のいずれか早い日を期限とする。た



だし、提出の遅延にやむを得ない事由があると市長が認めるときは、この限りで

ない。  

（交付決定）  

第６条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、

奨励金の交付の可否を決定し、その旨を奨励金交付決定通知書（様式第３号）又

は奨励金不交付決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。  

（奨励金の請求）  

第７条 前条の規定により奨励金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、奨励金の交付を請求しようとするときは、奨励金交付請求書（様式第

５号）を市長に提出するものとする。  

（交付決定の取消し等）  

第８条 市長は、交付決定者が、空き家バンクに登録した日から２年を経過する日

までの間において次の各号のいずれかに該当するときは、奨励金の交付決定を取

り消すとともに、既に交付している奨励金があるときは、当該奨励金の全額につ

いて、期限を定めて返還を命ずることができる。ただし、やむを得ない事由があ

ると認めるときは、この限りではない。 

 （１） 当該空き家に係る所有権その他権利に異動があったとき。ただし、実施

要項第１０条に規定する協力事業者を仲介して売却したことによる所有権

の異動があった場合は、この限りではない。 

 （２） 実施要項第８条第１項第２号及び第３号の規定により空き家バンク登録

を削除されたとき。 

 （３） 奨励金の申請に関し、偽りその他不正な行為があったとき。 

 （４） その他市長が取消しが適当と認める事由があったとき。 

（補則）  

第９条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則  

この告示は、公表の日から施行し、平成30年４月１日から適用する。 


